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平成２４年第２回我孫子市議会定例会の開会にあたり、市政に関する一般報

告を行います。 

 

はじめは、５月の大規模断水についてです。 

 ５月１９日の断水では、市民の皆様、特に我孫子地区、天王台地区の皆様に

は、多大なご不便とご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。

また、節水等にご協力いただき、心からお礼申し上げます。 

今回の大規模な断水は、北千葉広域水道企業団の水源である江戸川から、基

準値１リットル当たり０．０８ミリグラムを超える有害物質ホルムアルデヒド

が検出されたことから、北千葉広域水道企業団が、５月１９日午前７時２５分

江戸川からの取水を停止し、午前１０時３０分から午後６時過ぎまで、構成団

体への水道水の送水を停止したため発生したものです。送水停止を受けて、市

では、断水時間をできるだけ短くするため、妻子原浄水場の配水ポンプの運転

を停止し徐々に給水量を絞るとともに、午後１時過ぎに久寺家浄水場の配水ポ

ンプの運転を停止しました。その結果、昼過ぎから一部の区域で水の出が悪く

なり、午後１時過ぎから午後９時半まで、ほぼ８時間にわたり、我孫子地区、

天王台地区を中心に広い範囲で断水となりました。 

市では、断水に対応するため、午前１１時３０分から、防災無線や広報車、

ホームページで断水をお知らせするとともに、午後１時に災害対策本部を設置

しました。水道局職員を含めた１９５人体制で、市内３か所に給水所を設置し、

応急給水を行うとともに、医療機関や老人福祉施設などへの給水車による応急

給水、障害者や独居の高齢者宅への飲料水の配布、電話等による問い合わせな

どの対応にあたりました。応急給水にあたっては、市原市、印西市、守谷市か

ら、給水車の派遣や給水袋の提供などの支援をいただきました。 

その後、ホルムアルデヒド濃度が基準値以下になり、水質の安全性が確認さ

れたことから、北千葉広域水道企業団では、午後５時３０分に江戸川からの取

水を再開し、午後６時過ぎから順次構成団体への送水を再開しました。 

これを受け、市では、午後９時３０分に断水を解除し、給水を再開しました

が、給水再開後の濁り水の発生や水質異常の再発に備えるため、翌日の２０日

も職員を招集し、水道局職員を含めた７０人体制で対応にあたることとしまし

た。 

２０日は、水質の安全性や給水が正常に行われていることが確認されるとと
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もに、幸いにも、危惧していた濁り水の発生がほとんど見られなかったことか

ら、２０日の午後１時１０分に災害対策本部を解散しました。 

今後も有害物質の監視情報を注視していくとともに、このような水質事故が

生じた場合に、より迅速かつ適切な対応が図れるよう、今回の事故を教訓に、

効果的な情報提供のあり方などを十分検討し、地域防災計画の見直しにもいか

していきます。 

 

次は、東日本大震災の復旧・復興です。 

市では、これまで、東日本大震災による市内の被災者が速やかに生活の再建

ができるよう、国や県の支援策と連動した支援や、市独自の支援に取り組んで

きました。 

液状化の被害が集中した布佐東部地区では、現地に開設した「布佐東部地区

復興対策室」を中心に、地区の復興に向けた検討を進めてきましたが、今なお、

住宅再建の見通しがたっていない被災者が多くおられる状況です。 

そのため、引き続き、１日でも早く被災者が元の生活に戻れるよう、被災者

支援と本格的な復旧・復興を進めていきます。 

４月に、震災からの再生と災害に対応できる地域づくりに向けて「我孫子市

復興計画」を策定し、被害が集中した布佐東部地区を中心とした復興の取り組

み方針を明らかにしました。今後、この計画に基づき、具体的な事業に着手し

ていきます。 

また、布佐東部地区の復興事業を進めていくために必要な財源を確保するた

め、３月３０日に、東日本大震災復興特別区域法に基づく復興交付金事業計画

を復興庁に提出しました。 

事業計画では、全壊危険家屋の除却や公営住宅の整備などを主な内容とする

小規模住宅地区改良事業と、被災した宅地と隣接する道路を一体的に整備する

市街地液状化対策事業を位置付け、事業期間を２６年度までの３年間とし、現

時点での事業費総額を約７億８千万円としています。 

なお、事業計画のうち今年度に実施を予定している、全壊危険家屋の除却費

や、公営住宅の整備等に係る調査設計委託費、液状化対策事業計画の作成委託

費、境界杭埋設費等にかかる復興交付金として、１億７，３３６万３千円を配
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分する旨の通知が、復興庁から５月２５日付けでありました。 

今後も必要に応じて、事業計画の見直しを行うとともに、復興交付金を活用

しながら、１日も早い事業完了をめざします。 

 また、被災した公共施設の本格的な復旧については、布佐東部地区における

下水道施設７工区分の復旧工事のうち、１工区分は４月下旬に完了し、残りの

６工区分については、現在、今年度中の完了をめざして進めています。 

 小中学校５校（我孫子第一小、我孫子第四小、根戸小、並木小、我孫子中）

の校舎と校舎の間の接合部（エキスパンションジョイント）などの復旧工事は、

６月中旬から開始し、８月中に完了する予定です。布佐中のプール施設の復旧

工事は、９月から開始し、１２月中に完了する予定です。 

 西部福祉センターの浴室や外壁などの復旧工事は、７月から開始し、１０月

中に完了する予定です。工事にあたって多少ご不便をおかけしますが、ご理解

とご協力をお願いいたします。 

 

被災者への支援では、被災者生活再建支援制度により、住宅が全壊するなど

生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対し、支援金を支給しています。これま

で、住宅の被害程度に応じて支給する基礎支援金については、５月末日現在で、

１９４世帯に計１億７，９８７万５千円を支給し、住宅の再建方法に応じて支

給する加算支援金については、１３６世帯に計１億７，５６２万５千円を支給

してきました。なお、基礎支援金の申請期間が、来年４月１０日まで延長され

たことから、他の支援制度も含めて、被災者への周知に努めていきます。 

被災者民間賃貸住宅家賃補助制度では、自ら所有し居住していた住宅が被害

を受け、市内の民間賃貸住宅への入居を余儀なくされた方に、引き続き賃貸住

宅の家賃補助をしています。昨年度は、４３人の方に計１，６４８万４，３０

０円の補助を行い、今年度は、５月末日現在で２５人の方から申請が出ていま

す。さらに、４月から、市外の民間賃貸住宅に入居した方にも支援を拡大した

ところ、５月末日現在で１人の方から申請がありました。 

被災住宅修繕支援制度では、自ら所有し居住していた住宅が被害を受け、住

宅の屋根や外壁、基礎の修繕を行った方に、修繕費の一部を支援しています。

昨年度は、３８３人の方に計１，６７１万３千円の支援を行い、今年度は、５
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月末日現在で４２人の方から計１８２万６千円の申請が出ています。 

被災者住宅再建資金利子補給制度では、住宅再建のために金融機関から資金

を借り入れた方に、その利子の一部を補助しており、５月末日現在、５人の方

が利用しています。 

県外被災世帯に対する民間賃貸住宅借上げによる応急仮設住宅の取扱制度で

は、市内に避難された方に民間賃貸住宅を無償で提供しています。昨年度は７

世帯に提供し、今年度は新たに１世帯増えて、現在８世帯に提供しています。 

千葉県災害義援金については、震災後から５月末日までに、全壊１５０人、

半壊解体２２人、敷地被害解体１９人、半壊８４人の計２７５人の方に、２億

３，３００万円を支給しています。 

今年の２月末で申し込みが締め切られた、一部損壊世帯への千葉県災害義援

金については、４，７０１人の方に計７，０５１万５千円を支給しました。 

なお、これまで寄せられた寄附金の総額は、５月末日現在で約６，２１６万

円となりました。多くの皆様の温かいご支援に心から感謝いたします。この寄

附金は、主に我孫子市独自の災害見舞金として、家屋に半壊以上の被害を受け

た方に支給してきました。震災後から５月末日までに、全壊１５０人、半壊１

１２人の計２６２人の方に、３，２５８万円を支給しています。残りの約３千

万円についても、震災からの復興や被災者への支援に活用させていただきたい

と考えています。 

被災した家屋等の解体に伴って発生したごみの運搬と処分費を市が負担する

制度では、昨年度は６２件、計５，９０７万円を負担しました。今年度は、５

月末日現在で１１件の負担を決定しています。また、全壊家屋の解体費を市で

負担する制度については、すでに解体した方への支給を含めて、現在検討して

います。 

なお、道路や公共施設、家屋などのがれきについては、昨年度、１，０４９

トンを埋立て処分とし、１，３７４トンを再生処理しました。処理費用は合わ

せて３，９８６万円でした。 

今後も、国の支援制度をできるだけ活用しながら、１日でも早く復旧・復興

を進めていきます。 
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次は、放射能対策です。 

市では、これまで、市民の健康と安全で安心な暮らしを守るため、さまざま

な放射能対策に全力で取り組んできました。 

昨年１０月には、近隣市に先駆けて「第１次我孫子市放射性物質除染計画」

を策定し、この計画に基づき、小学校４校（我孫子第一小、我孫子第二小、並

木小、高野山小）、市立保育園７園、公園１６か所で表土除去を含めた除染工

事を実施しました。 

また、４月には、放射性物質汚染対処特別措置法に基づく「第２次我孫子市

放射性物質除染実施計画」を策定し、この計画に基づき、引き続き、学校など

子どもたちの生活空間を優先して除染していくこととしました。 

現在、小学校８校（我孫子第三小、我孫子第四小、根戸小、湖北小、湖北台

西小、湖北台東小、布佐南小、布佐小）で校庭の除染工事を、並木小学校では

校庭周りの除染工事を、いずれも６月中の完了をめざして行っています。今後、

新木小の校庭と校舎周りの部分除染工事を６月中に着手し、順次、中学校５校

（我孫子中、久寺家中、白山中、湖北中、布佐中）の校庭の除染工事と小中学

校の校舎周りの除染工事を行います。 

学校により完了時期に違いはありますが、８月中にはすべての小中学校の除

染を完了させる予定です。 

非常にタイトなスケジュールですが、学校関係者や市民の皆様のご理解をい

ただきながら実施していきます。工事後も放射線量の測定を継続し、マイクロ

ホットスポットが発見された場合は、すぐに除染の対応をします。 

保育園と幼稚園の除染では、６月１日に禮和保育園の園庭の除染工事が完了

しました。その他の保育園と幼稚園については、地上５ｃｍで０．２３マイク

ロシーベルトを超える場所で、部分的に８月末までに除染を行う予定です。 

公園の除染は、昨年度は西部地区で実施しましたが、今年度から市内全域で

行います。除染の対象となる公園が多いことから、今年度は６５か所の公園で

行い、来年度中にすべての公園で完了させる予定となっています。できるだけ

早く完了できるよう、工事を前倒ししながら対応していきます。 

公園の砂場の除染については、昨年度に引き続き、２０か所の公園の砂の入

替えを行い、今年度中に完了する予定です。 



 ６

また、昨年度に除染が完了した公園のうち、芝草などを剥ぎ取ったことによ

り道路への土砂の流出が考えられる、イトーヨーカドー東側の我孫子駅南口東

公園など７つの公園については、９月から１０月にかけて原状回復工事を行い

ます。 

なお、除染工事の完了した公園も含め、今後は３か月ごとに全公園の放射線

量のモニタリングを行い、公表していきます。 

戸建住宅や集合住宅の除染については、１０月から、就学前の子どもを持つ

家庭を優先して行う予定です。詳細は、７月１日号の広報に折り込む放射能対

策ニュースでお知らせします。 

放射能汚染が市内全域に広がっていることから、除染は市だけでは困難であ

り、自治会や市民団体など市民の皆さんとの連携が不可欠であると考えていま

す。そのため、除染等業務特別教育を受けた市の職員を地域に派遣し、地域の

除染実施計画づくりや、放射線量の測定・除染の方法などについてアドバイス

を行うとともに、除染に必要な手袋やマスク、土嚢袋など資器材を提供します。

市民の皆さんのご協力をお願いいたします。 

 

市民の内部被ばくに対する不安の軽減を図るとともに、市民の内部被ばくの

状況を把握するため、乳幼児、小中学生、妊婦を対象に４月から始めたホール

ボディカウンタ測定に対する助成は、生活保護世帯等については６，０００円

を、その他の世帯については３,０００円を限度に行っています。 

６月７日までの申請により確認できた４０人の方々の検査結果は、全員がセ

シウム１３４と１３７は検出限界値以下でした。 

これまで、助成制度については、保育園、幼稚園、小中学校を通してちらし

を配布するとともに、広報やホームページ、行政サービスセンターや近隣セン

ターなどの公共施設でポスターを掲示し、周知を図っています。 

７月からは助成の対象を高校生（相当年齢の方を含む）まで拡大し、さらに

充実させることにしました。制度については、引き続き市民の皆さんにお知ら

せしていきます。 

なお、ホールボディカウンタ測定の実施機関は、この近辺では東京都内にし

かありませんでしたが、本日、柏市に、新たな実施機関として「放射能プレミ



 ７

アムドックセンター 柏」がオープンしました。これらにより、今後、市民の

受診率がさらに高まることを期待しています。 

市内農産物や給食食材の放射性物質検査については、分析器を追加購入して、

５月から測定体制を強化しました。これにより、学校給食の検査日数は、これ

までの週１日半から４日に、保育園や幼稚園などの給食の検査日数も、これま

での週１日から２日に、農政課の農産物検査も週２日から３日に増やせるよう

になりました。 

市内農産物の検査結果については、３月３１日までの検査では、露地栽培の

「原木しいたけ」以外は、それまでの暫定規制値である１キログラム当たり５

００ベクレルを超えるものはありませんでした。また、４月以降の検査では、

「たけのこ」以外は、４月１日から食品衛生法に基づいて新たに定められた基

準値、１キログラム当たり１００ベクレルを超えるものはありませんでした。 

農地の土壌の放射能測定については、３月に、市内２４か所で行いました。

そのうち水田の９か所では、土壌１キログラム当たりの放射性セシウム１３４

と１３７の合計で、２２０ベクレルから７７０ベクレルが検出されましたが、

いずれも国が示す水稲作付け基準の５，０００ベクレルを大きく下回っている

ことから、２４年度産米の作付けは問題がないことが確認できました。 

畑については、露地畑の１２か所で３０６ベクレルから１，１５９ベクレル

が検出されました。また、ハウス畑の３か所のうち、１か所で検出限界値未満、

２か所で２０～２４ベクレルが検出されましたが、畑での作付け基準は国から

示されておりません。 

なお、測定結果については、作付けなどの参考にするよう、農家の皆さんに

土壌の除染方法と合わせて情報提供を行いました。 

また、農地の土壌の放射能測定と併行して、同じ市内２４か所の農地で空間

放射線量の測定も行いました。その結果、地上１メートル地点でいずれも０．

２３マイクロシーベルト未満でした。 

さらに、除染実施計画に基づき、４月中旬から、農地の空間線量測定の希望

者を募ったところ、５月末日現在で、８戸の農家から２３か所の農地の測定希

望が出ています。今後、計画的に測定を実施し、測定結果に応じて対応してい

きます。 
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 剪定枝木等のチップストックヤードについては、チップが放射能の影響で利

用できなくなったことに伴い、ほぼ満杯であることから、新たに約１，７００

㎡を整備します。新たな整備面積は、当初、約３，０００㎡を予定していまし

たが、予定地は水路や法面が大きく占めることから、当初の予定より狭くなり

ました。工事は、５月下旬から開始し、７月中に完了する予定です。 

また、市では、これまで、除染に伴い回収した側溝汚泥等の一時保管場所を

クリーンセンター敷地内に確保するため、地元との協議を進めてきました。こ

のたび、その協議が整い、５月２８日から建屋の設置工事を開始し、７月中旬

に完成する予定となりました。 

なお、市では、年間約４，５００トン発生する焼却灰をリサイクル事業者２

社に処理委託していますが、そのうちの１社から５月１７日に、我孫子市の焼

却灰は放射線の空間線量が１．２～１．５マイクロシーベルトと高く、放射線

量低減策を講じないと搬入を停止するとの連絡がありました。そのため、急き

ょ、線量が高いと推測される草や落ち葉の分別回収を行うことにしましたが、

翌１８日に突然、２１日から搬入を停止する旨の連絡が入りました。事業者と

交渉しましたが、線量が下がらない限り受け入れられないとのことでした。 

このままでは市民生活に大きな支障をきたすため、これまでの間、民間の焼

却施設での処理や埋立処分場での最終処分など、複数多岐にわたる解決方法を

探ってきましたが、いずれもむずかしい状況にあります。そのため、現在、ク

リーンセンターの灰ピットに約４００トン、場内に約１７０トンの焼却灰を保

管している状況です。 

今後の対策としては、当面、剪定枝木や草などの分別の徹底を市民に呼びか

けるとともに、クリーンセンター内で焼却灰の保管場所を確保しつつ、飛灰を

廃棄物処理法に基づいて処理するための施設改造を進めます。また、引き続き

全力で処分業者の確保に努めるとともに、今後の進展状況について情報提供を

行っていきますので、ご理解とご協力をお願いいたします。 

現在、市では、放射性物質が市民生活に及ぼす影響と市民の不安軽減を図れ

るよう、放射能対策を総合的・計画的に進めるため、「我孫子市放射能対策総

合計画」の策定に取り組んでいます。 

計画は、案の策定段階から市民の意見が反映されるようにし、８月末までに
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策定する予定です。５月１９、２０日と６月２日に開催した市政ふれあい懇談

会では、計画の策定スケジュールや、これまでの取り組みをベースに取りまと

めた計画の骨子を説明し、意見をいただきました。 

いただいた意見を踏まえて計画案を６月中に作成し、７月にタウンミーティ

ングやパブリックコメントを行うとともに、計画づくりの進捗状況に合わせて、

放射能対策特別委員会に報告し、市民や議会の意見を聴きながら計画を策定し

ていきます。 

なお、これまで市では、放射能対策に要した経費について、原子力政策を推

進してきた国と原因者である東京電力が負担するよう強く求めてきました。そ

の結果、昨年度の放射能対策経費約２億６，１００万円のうち、国、県、東京

電力から、５月３１日までに総額で２億３，４４９万６，８３５円の補助金や

賠償金の支払いがありました。 

内訳は、放射線量低減対策特別緊急事業費補助金（環境省）として１億８，

３７１万８，３３１円、震災復興特別交付税（総務省）が３，９２１万９千円、

特別交付税が９３万６千円、千葉県緊急雇用創出事業補助金が９６万６千円、

消費・安全対策交付金が１４４万４千円、東京電力からのごみ焼却関係経費の

一部賠償金８２１万３，５０４円です。 

昨年度の放射能対策経費の残額については、震災復興特別交付税との調整を

行った結果、今週１５日に東京電力に対して、約４，３００万円を賠償請求す

る予定です。 

また、５月２９日に千葉県から、手賀沼終末処理場でのごみ焼却灰の一時保

管について、近隣住民を対象に住民説明会を開催する旨の発表があり、説明会

が６月９日に県立我孫子東高等学校の体育館で開催されました。 

私としては、県から新たな提案がなされない中、このような住民説明会が開

催されたことを大変遺憾に思います。また、この説明会をもって、この問題が

進展したとは考えておりません。今後も、県の動きを注視しつつ、市民や議会

の意見を聴きながら対応していく考えです。 

市民の健康と安全で安心な暮らしを守ることが、市長としての最大の責務と

考え、引き続き放射能対策に全力で取り組んでいきますので、ご理解、ご協力

をお願い申し上げます。 
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次は、手賀沼花火大会についてです。 

昨年は、来場者の安全確保の面からやむなく中止したことから、今年は、警

備の予算を増額し、開催に向けて準備を進めてきました。 

しかし、４月に柏市から、除染などの放射能対策を最優先課題として進める

ための経費を確保するため、今年も中止したいとの提案を受けました。 

私としては、今年はぜひ開催したいという強い思いがありましたが、両市の

大会関係者で協議を行った結果、苦渋の決断ではありますが、今年度の手賀沼

花火大会の中止を決定しました。 

市単独での開催も検討しましたが、当初の予算を大幅に上回る経費がかかる

ことがわかりました。被災地である我孫子市としても、その復興と放射能対策

は最優先課題であるため、単独での開催は困難と判断しました。 

 手賀沼花火大会を楽しみにされていた皆様には、申し訳ありませんが、ご理

解いただきますようお願いします。 

 なお、今年も８月２５日に開催される「第５回あびこカッパまつり」で、フ

ィナーレを飾る花火の打ち上げを予定していますのでお楽しみください。 

 

次は、環境基本計画の推進です。 

基本構想の見直しや環境施策を取り巻く状況の変化などを踏まえながら、２

２年度から中間見直しを進めてきた環境基本計画は、環境審議会の諮問・答申

やパブリックコメントを経て、４月に決定しました。 

今後は、見直し後の計画に基づき、地球温暖化対策や、資源循環型社会の形

成、生物多様性の保全などの地域を越えた課題に積極的に取り組むとともに、

我孫子市の自然環境の特性をいかし、より良い環境づくりを進めていきます。 

また、今年度は、計画の実効性を高めるため、後期で取り組む施策を整理し、

１０月を目途にその実行計画を策定します。 

 

次は、あびこエコ・プロジェクト３です。 

市役所の地球温暖化対策実行計画として、昨年４月からスタートした「あび

こエコ・プロジェクト３」では、ゴミの分別廃棄、ノーカーデーの推進、冷暖

房温度の適正管理など、さまざまな取り組みを行っています。 
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７月から９月の電力使用量の削減目標は、今年度も、学校や保育園、障害者

施設などは２２年度比１５％減、その他の施設は２２年度比２５％減としまし

た。事務所内のエアコンは、すでに５月から推進しているクールビズの強化や

緑のカーテンの推進などにより、室温３０℃以上で使用します。また、引き続

き、照明の間引きや晴天時の消灯、昼休みの完全消灯、ノー残業デーの強化な

どに取り組んでいきます。 

市民や事業者に対しては、環境に配慮した暮らしや事業活動に積極的、自主

的に取り組んでもらえるよう、８月に「市民・事業者への環境配慮指針」のリ

ーフレットを作成して配布します。 

 

次は、太陽光発電システムの設置支援です。 

地球温暖化の原因となる温室効果ガスの削減を図るため、市では、１４年度

から住宅用太陽光発電システムへの補助を開始し、これまでに４８７件の補助

を行ってきました。今年度は、昨年の原発事故以来、市民の自然エネルギーへ

の関心が高まっていることから、従来の予算を増額したところ、５月末日現在

で７７件の申請がありました。 

今後も、国の太陽光発電に関する支援制度や、自然エネルギーに関する情報

提供を積極的に行い、普及を図っていきます。 

 

次は、観光振興計画の策定です。 

我孫子の資源をいかした魅力ある観光振興を図るため、新たに「観光振興計

画」を策定します。策定にあたっては、７月に市民や商業者などで構成する策

定委員会を立ち上げ、まちのにぎわいづくりや交流人口の拡大につながる観光

振興策などについて検討します。１２月を目途に案を取りまとめ、パブリック

コメントを実施し、年度内に策定していく予定です。 

 

次は、地域コミュニティ活性化基本方針の策定です。 

身近な地域でお互いに支え合いながら、いきいきと元気にくらせる豊かな地

域社会の実現に向けて、「地域コミュニティ活性化の基本方針」を策定します。 

策定にあたっては、市民の意見を十分に反映させるため、自治会や、まちづ



 １２

くり協議会、地区社会福祉協議会、民生委員・児童委員、市民団体、市内の大

学などから選出した委員２０人程度で構成する策定委員会を６月に立ち上げま

す。この策定委員会が中心となって、これまでのコミュニティ施策の検証や、

コミュニティの活性化に向けて必要な施策を検討しながら、１月を目途に案を

まとめます。その後、パブリックコメントを実施し、年度内に策定していく予

定です。 

 

次は、市民プラザの一部返却です。 

市民プラザのロビー部分の返却にあたって、施設管理者と詳細な協議を行っ

たところ、工事が夜間に限定されることや、空調設備の移設など当初予定して

いなかった工事が必要となることが判明しました。 

そのため、今議会に上程している補正予算に計上し、８月頃から９月末にか

けてロビー部分の原状復帰工事や施設の一部改修を行います。 

工事期間中、市民の皆様に迷惑をおかけすることになりますが、安全を確保

し、市民プラザの利用に支障がないよう努めていきます。 

 

次は、インターネットショッピングモール出店料の補助です。 

市内産業の振興を図るため、今年度から、インターネットショッピングモー

ルへの出店料の補助を行います。これにより、市外からインターネット販売事

業者を誘致するとともに、市内事業者のインターネット販売による事業拡大を

図ります。７月から事業者の募集を行えるよう、現在、準備を進めています。 

 

次は、企業が進出しやすい環境づくりです。 

企業が進出しやすい環境づくりに向けて、７月から、約１，０００社の企業

を対象に、企業立地に関するアンケート調査を実施します。企業が求める支援

策や、企業から見た我孫子市の魅力などの意向を調査し、１１月末までに報告

書をまとめる予定です。 

その後、アンケート結果を踏まえながら、我孫子の環境にふさわしい企業の

進出を進めるための法的要件、立地企業等の業種・業態、市の支援策などをま

とめた企業立地に関する方針を策定していきます。 
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次は、日秀新田市民農園です。 

４月１日に、新規就農支援機能を兼ねた新しいタイプの市民農園として、日

秀新田市民農園がオープンしました。５月末日現在で、一般区画１１４区画の

うち９６区画が、６１人の方々に利用されています。新規就農支援用の約１，

６００㎡の大区画については、３区画に分割し３人の就農計画者に利用されて

います。引き続き、利用希望者の受け入れを進めていくとともに、就農計画者

への研修支援を行っていきます。 

なお、日秀新田市民農園の開設に伴い閉園した浅間前市民農園は、４月１日

からは農家開設型の体験農園として、約３０人の方々が継続して利用すること

になりました。 

 

次は、地元農産物の学校給食への供給です。 

安全で安心な地元農産物の学校給食への供給については、４月から、生産者、

消費者、市で構成するあびこ型「地産地消」推進協議会が主体となって、農産

物直売所アンテナショップの受発注の調整や搬送業務に取り組み、これまで小

中学校１１校に月１回の割合で供給してきたものを、月２回の割合に拡充する

ことができました。残りの小中学校８校については、引き続き地元農家から月

１回から４回の割合で供給していきます。 

今後も、地元農産物を活用しながら、小中学校での食育を進めます。 

 

次は、地域防災計画の見直しです。 

地域防災計画の見直しにあたっては、東日本大震災で明らかになった課題や

教訓を踏まえ、情報の収集・伝達のあり方や、自助・共助・公助のあり方、市

外からの避難者や市外の被災地に対する支援のあり方、帰宅困難者対策などの

さまざまな課題について検討し、より実効性の高い計画にしていく必要があり

ます。 

見直しは、６月に庁内の検討委員会を立ち上げ、被災した地域の皆様の意見

を聴きながら検討を進め、９月に素案をまとめます。その後、市民との意見交

換会やパブリックコメントを実施するなどして、来年２月を目途に策定する予

定です。 
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次は、防災マップの見直しです。 

防災マップの見直しについては、現在、土地分類図や航空写真、固定資産の

家屋データなどのさまざまなデータを参考にしながら、１２月までの予定で解

析作業を進めています。特に、液状化危険度マップは、市の公共事業に伴うボ

ーリングデータや東日本大震災千葉県調査検討委員会での検討結果なども反映

させ、より精度の高いものとしていきます。 

解析結果を踏まえて見直した防災マップは、今年度中に市民に配布します。 

 

次は、公共施設の耐震化です。 

小中学校の体育館の耐震化は、２６年度までに必要なすべての体育館で完了

させる予定です。今年度は、我孫子第一小学校、我孫子第四小学校、高野山小

学校、湖北小学校の４校で行います。工事は、６月から開始し、併せてトイレ

や外壁などの改修も行いながら、１１月に完了する予定です。 

また、小中学校の体育館の耐震設計は、小学校３校と中学校２校で行います。

そのうち、布佐小学校と湖北中学校は７月中に完了し、我孫子第三小学校、並

木小学校、白山中学校は１２月中に完了する予定です。 

なお、耐震工事が完了した湖北台東小学校の体育館では、６月から、省エネ

ルギー型照明の導入や外壁の改修などの大規模改造工事の設計を行います。 

緑保育園の耐震工事とトイレなどの改修は、７月から開始し、保育に支障が

ないように進めるため、完了は来年３月上旬を予定しています。 

 

次は、住宅リフォームへの支援です。 

住宅関連産業を中心とする市内産業の活性化と定住化、特に湖北・新木・布

佐地区への定住化を促進するため、昨年度から開始した住宅リフォーム補助金

制度により、昨年度は１０６件の補助を行いました。今年度は、５月末日現在

５１件の申請があがっています。 

これにより、市内産業の活性化には一定の効果がありましたが、これまでの

利用のすべては、現に居住している住宅のリフォームとなっています。そのた

め、今後は、市外からの転入時や、市の西側から東側への転居時のリフォーム

に利用してもらえるよう、市外などへの効果的なＰＲの方法を検討するととも
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に、制度の内容についても再検討していく考えです。 

 

次は、子どもの居場所づくりです。 

子どもたちが地域で安全に安心して過ごせる場所として整備しているあびっ

子クラブについては、一小、根戸小、三小に加え、新たに市内４校目となる湖

北台西小あびっ子クラブを６月１日に開設しました。開設時の登録児童数は、

２３９人です。子どもたちが早く慣れるよう、円滑な運営を行っていくととも

に、地域の方々と連携しながら、学習やスポーツ、文化活動、地域住民との交

流活動などの取り組みを実施していきます。 

また、５校目となるあびっ子クラブを、来年度、湖北台東小学校に設置しま

す。地域からの要望を受け、学校や教育委員会と協議を行ったところ、活動拠

点となるメインルームが確保できることから、設置を決定しました。今後は、

来年６月の開設をめざして準備を進めていきます。 

 

次は、まちづくり探検隊・あびこスゴロク制作です。 

子どもたちの意見をまちづくりにいかすため、昨年度開催した「まちづくり

探検隊」での提案を受けて、あびこスゴロクに掲載するクイズと豆知識を市内

の子どもたちから募集したところ、延べ１，９０９件の応募がありました。そ

のうちの３０件程度をスゴロクに掲載しようと考えています。 

６月には、「あびこスゴロク制作会議」をスタートさせ、会議に参加するま

ちづくり探検隊の子どもたちの意見も聴きながら、８月中の完成をめざします。

スゴロクは１５，０００部作成し、市内の小学生をはじめ、公共施設などを通

して配布します。 

 

次は、母子家庭の就業・自立支援です。 

母子家庭の自立を支援するため、４月から母親の就業を支援する新たな事業

を開始しました。この事業は、看護師や理学療法士などの養成機関で２年以上

修業する母子家庭の母に対して、経済的負担の軽減を図るため、修学期間中に

給付金を支給するとともに、養成課程修了後に一時金を支給するものです。 

制度の概要について広報やホームページでお知らせしたところ、５月末日現
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在で、１１件の問い合わせがあり、申請のあった３人への支給を決定していま

す。支給を決定した方に対しては、生活状況や修学状況を把握しながら、資格

の取得と就業を支援していきます。 

今後は、制度のちらしを作成し、児童扶養手当関連の通知に合わせるなどし

て周知していきます。 

 

次は、子ども医療費の助成です。 

保護者の経済的負担の軽減を図るため、現在、市では、中学３年生までの入

院・通院に対して助成を行っていますが、受給券による現物給付での助成は、

小学３年生までとなっています。しかし、１２月から、入院に対する県の助成

が中学３年生まで拡大されることに伴い、市では、受給券による現物給付の対

象を中学３年生までの入院と通院に拡大し、窓口負担の軽減と手続きの簡素化

を図ります。 

 

次は、保育施設の充実です。 

市では、保育園の待機児童ゼロの堅持に向けて、私立保育園の施設整備を支

援してきましたが、このたび、保育需要の大きい我孫子地区において、４月１

日に「ぽけっとランドあびこ保育園」、６月１日には「めばえの森認定こども

園」が開園しました。 

また、昨年度から地権者によって園舎の建替えが進められてきた東あびこ保

育園では、定員を３０人増の１２０人とし、５月７日から新しい園舎で保育を

実施しています。 

さらに、今年度から地権者によって園舎の建替えが行われる根戸保育園では、

４月７日に保護者説明会を開催しました。来年４月末の完成をめざして、８月

から新しい園舎の建設工事が行われる予定です。 

また、昨年、市立保育園７園の遊具を点検し、老朽化が著しく危険な遊具や

現在の規格基準に適さない遊具を撤去しました。そのため、今年度から２か年

で、各保育園に新しい遊具を設置します。今年度は、すでに５月に並木保育園

にジャングルジムを設置し、今後、湖北台保育園、つくし野保育園、東あびこ

保育園の３園に順次設置していきます。 
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次は、「子育て応援！チーパス事業」の開始です。 

千葉県は、県内すべての子育て家庭を支援するため、事業者の協力を得て、

７月２日から「子育て応援！チーパス事業」を開始します。妊婦または中学生

以下の子どもがいる世帯に対して、優待カード「チーパス」を配布し、これを

協賛事業者に提示すると、商品や飲食代の割引などのサービスが受けられます。 

市では、県からの協力要請を受け、６月下旬から、幼稚園や保育園、小中学

校、子育て支援施設の窓口などを通じて、市内の子育て家庭に「チーパス」を

配布します。また、母子健康手帳の交付時に併せて配布するなど、各家庭に行

き渡るようにします。さらに、協賛事業者の増加を図るため、商工会や商店会

と連携しながら、事業内容の周知に努めます。 

 

次は、常磐線・成田線の利便性向上です。 

常磐線の利便性を向上させるため、ＪＲ東日本に対して早期開業を要望して

いる東北縦貫線については、４月１２日に発表されたＪＲ東日本の２４年度の

設備投資計画によると、東日本大震災などの影響により工事計画が一部変更さ

れ、２６年度中の開業をめざすこととされました。 

また、５月２９日には、常磐線沿線自治体の松戸市、柏市、取手市とＪＲ東

日本東京支社長を招き、意見交換会を実施しました。意見交換会では、常磐線

の東京駅乗り入れと東海道線との相互直通運転が確実に実現されるよう働きか

けるとともに、１本でも多く東京駅に乗り入れられるよう要望しました。成田

線の増発については、引き続き沿線自治体と連携して、ＪＲ東日本に強く働き

かけていきます。 

 

次は、健康福祉総合計画の見直しと健康寿命延伸プロジェクトです。 

市と市民の協働による福祉の実現をめざし、健康・医療・福祉のあり方や施

策を定めた第４次健康福祉総合計画「生き生きあびこしあわせプラン」につい

ては、計画に基づく事業の課題を整理しながら、高齢化の進行や国・県の制度

改革などの環境の変化に対応した内容となるよう見直しを進め、９月に第１次

素案をまとめる予定です。 

その後、健康福祉総合計画推進協議会や、高齢者部門、障害者部門、ひとり
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親・児童部門の３つの福祉推進市民研究会での意見を踏まえながら、案を取り

まとめていきます。 

また、現在の健康福祉総合計画で重点施策として位置付けられている健康寿

命の延伸のために効果的な事業を創出するため、５月に、社会福祉士・看護

師・保健師の専門職員や公募の職員を中心とした１４人で構成する「健康寿命

延伸プロジェクトチーム」を庁内に設置しました。プロジェクトチームでは、

既存事業の課題の整理や先進事例の研究を行いながら、新たな事業についても

検討していきます。 

さらに、健康寿命の延伸に向けた取り組みの一環として、「我孫子市歯と口

腔の健康づくり推進条例」を今議会に上程していますので、よろしくお願いし

ます。 

 

次は、特別養護老人ホームの整備です。 

昨年度に岡発戸地先で整備を予定していた定員１００人の広域型特別養護老

人ホームについては、関係機関との協議等に時間を要し遅れが生じましたが、

このほど工事請負業者が決定し、４月下旬から造成工事が始まりました。今年

度中に完成する予定です。 

また、第５期介護保険事業計画において、来年度中に整備するとした定員１

００人の広域型特別養護老人ホームについては、今年８月に整備事業者を公募

し、選定を行います。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、こうした整備を進め、入

所待機者の解消に努めます。 

 

次は、高齢者なんでも相談室の整備です。 

高齢者が抱えるさまざまな悩みや問題に対応するため、４月１日に湖北・湖

北台地区、４月２日には我孫子地区と天王台地区で、委託方式による「高齢者

なんでも相談室」を開設しました。これにより、すでに開設している布佐・新

木地区、市役所内の相談室と合わせて５か所が整備され、いずれの相談室も多

くの方に利用されています。 
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次は、都市計画マスタープランの推進です。 

基本構想の土地利用方針などの一部見直しや、都市計画法の改正をはじめと

する制度改正などに対応するため見直しを進めてきた都市計画マスタープラン

については、パブリックコメントや都市計画審議会の諮問・答申を経て、５月

に決定しました。 

このマスタープランに基づき、自然環境と市街地環境が調和した都市づくり

や、誰もが安全で快適に住み続けられ、都市にふさわしい活力と交流・にぎわ

いのある都市づくりに取り組んでいきます。 

 

次は、湖北台地区の公共施設整備です。 

湖北台地区の老朽化した公共施設の整備については、５月に、市の基本的な

考え方を「湖北台地区公共施設の整備方針（案）」としてまとめました。この

整備方針（案）について、５月７日に湖北地区在住の議員との意見交換会を開

催するとともに、５月１９日に湖北台近隣センターで開催した市政ふれあい懇

談会で市民の皆さんに説明し、意見をいただきました。 

今後は、湖北台地区自治会連合会、湖北台まちづくり協議会、湖北台地区社

会福祉協議会への説明会や、秋のふれあい懇談会でも意見を聴きながら、最終

的な整備方針を定めていきます。 

 

次は、新木駅の整備です。 

新木駅の自由通路と南北口のエレベーター・エスカレーターの整備について

は、ＪＲ東日本千葉支社が提案する駅施設の橋上化と併せて実施していく方向

で、基本協定の締結を昨年度中に行う予定で協議を進めてきました。しかし、

ＪＲ東日本本社から、千葉支社の提案に対して、投資効果や市との負担割合な

どの面から再検討が必要であるとの指摘があったとのことから、基本協定の締

結には至っておりません。 

私としては、１日でも早く誰もが安全で快適に新木駅を利用できるよう、Ｊ

Ｒ東日本と協議を行い、事業を進めていきたいと考えています。 

なお、新木駅北口自転車駐車場用地については、４月に借地部分の用地を取

得し、これにより、すべて市の所有となりました。 
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次は、つくし野歩道橋の増設に伴う道路改良です。 

国道６号我孫子駅入口交差点のつくし野歩道橋については、国道の南側から

根戸小や久寺家中に通う子どもたちや利用者の安全を確保するため、今年度か

ら千葉国道事務所がその増設工事に着手することが、４月に決定しました。 

そのため、市では、現在、千葉県警察との協議を行っており、その結果を踏

まえて、今年度、用地確保に向けて市道の改良工事を行っていくことになりま

した。なお、新たな歩道橋は、来年秋頃に完成する予定です。 

 

次は、柏市との文化会館の共同設置の検討です。 

柏市との文化会館の共同設置については、２１年度から両市で検討を行って

きましたが、４月上旬に柏市から、東日本大震災を踏まえ、現在の文化会館の

耐震補強や老朽化した設備の改修を早期に行い、今後も使用していくとの方針

が示されました。 

そのため、柏市との共同設置については困難と判断し、今後は、市単独での

整備に向けて検討していくことにしました。 

 

次は、手賀沼・手賀川活用推進協議会です。 

手賀沼・手賀川活用推進協議会では、昨年度、柏市、印西市、我孫子市の若

手職員で構成するワーキンググループを設置して、手賀沼から手賀川にかけて

の自然環境や周辺の資源を活用した事業について検討し、成果を４月に取りま

とめました。 

その成果を基に、６月から、市民団体や事業者、大学などと連携しながら、

民間活力による事業の具体案の検討を始めます。１０月中を目途に中間報告書

を取りまとめ、実施可能な事業については着手していく予定です。 

 

次は、行政改革の推進です。 

第２次行政改革推進プランについては、３月議会でその案に対する意見をい

ただき、５月に行政改革推進委員会に諮問したところです。その答申を踏まえ

ながら、６月中に策定します。 

今年度からの３か年を計画期間とする第五次定員管理適正化計画については、
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３月議会でいただいた意見を踏まえ、３月末に策定しました。今後は、計画に

基づき、東日本大震災からの復旧・復興と放射能対策に最優先で取り組む体制

を確保していくとともに、職員数を３年間で７人削減するという目標の達成に

努めます。 

事業の必要性や担い手のあり方を、市民の視点で根本から問い直す事業仕分

けについては、第二次基本計画後期計画に位置付けられた、主に健康福祉部や

子ども部が所管する健康福祉分野の２５６事業の中から行政改革推進委員会が

事業を選択し、８月に実施する予定です。 

今回で５回目となる提案型公共サービス民営化制度の提案募集については、

提案者の準備などを考慮し、４月からホームページ上で募集の予告をしていま

す。６月１日から事業リストを公開し、８月末までの３か月の期間で提案を募

集します。なお、昨年度の提案募集で採用となった公共施設包括管理業務につ

いては、４月１日から１年の契約で実施しています。 

職員人事交流については、当初の予定どおり、４月１日から国土交通省関東

地方整備局、消費者庁、柏市、印西市の４団体と行っています。 

 

最後は、公社の今後のあり方です。 

あゆみの郷・都市建設公社の今後のあり方については、「指定管理者制度の

導入や公益法人制度改革など、公社を取り巻く環境の変化を踏まえると存続は

むずかしい」との公社活用検討委員会の報告を受け、公社は、３月末の理事会

で、来年３月３１日をもって解散することを決定しました。 

公社が指定管理者となっている市民プラザと湖北地区公民館の来年度以降の

指定管理者については、今後あらためて候補者を選定し、１２月議会に、指定

管理者の指定とそれに伴う債務負担行為の議案を上程する予定です。 

 

 

以上で市政一般報告を終わりますが、各事業の推進に一層の努力をしていき

ますので、議員の皆様のご理解とご協力をお願いします。 

 


